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Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- 

合計 12 12 0 0 0 0%

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

0%

 - - - - - - - 

教育統計調査 12 12 0 0 0

事業内容

●主な事業内容
　学校基本調査に関する説明会の旅費、調査事務に係る必要経費。
　・調査事項　学級数、在学者数、教職員数、学校施設、学校経費等
　・調査期日　５月１日現在
　　　　　　　不就学学齢児童生徒調査、学校経費調査については、前年度分を計上

●主な予算の内訳
　旅費2千円
　消耗品費10千円

事業の目標 学校に関する基本的事項を調査し、学校教育行政上の基礎資料を得る。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

教育統計調査費 110

施策事業名 教育統計調査

事業目的 学校に関する基本的事項を調査し、学校教育行政上の基礎資料を得ることを目的に実施する。

令和４年度　予算説明書

予算 部局名 教育部

課　名 学校教育課
予算書(P)目名
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Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

令和４年度　予算説明書

予算 部局名 教育部

課　名 学校教育課
予算書(P)目名

教育委員会費 234

施策事業名 教育委員会

事業目的
生涯にわたって自ら学び続ける感性豊かなひとづくりを基本理念とする犬山らしい学びのまちづくり
を目指し、より開かれた教育行政を推進する。

事業内容

●主な事業内容
　教育長、教育委員６名による教育委員会の開催。
　市内小中学校の学校訪問を始めとする教育施設の訪問。
　市民との意見交換会の開催。
　
●主な予算の内訳
　委員報酬2,952千円

事業の目標
定例教育委員会などの開催を通じて、教育の機会均等、教育水準の維持向上及び地域の実情に応じた
教育の振興を図る。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

100%

 - - - - - - - 

教育委員会 3,212 0 0 0 3,212

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

合計 3,212 0 0 0 3,212 100%

 - - - - - - 
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Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

令和４年度　予算説明書

予算 部局名 教育部

課　名 学校教育課
予算書(P)目名

事務局費 234

施策事業名 事務局一般管理

事業目的 教育委員会事務局において、小中学校を管理運営していく上で必要な事業を行う。

事業内容

●主な事業内容
　〇学校教育一般管理費
　 ・小中学校を管理運営していく上で必要な附属機関における委員の報酬、職員旅費、各種協議
　　 会等負担金など
   ・市民展（児童生徒の部）、市小学校音楽会を開催するための消耗品等
  〇就学時健康診断
　 ・学校保健安全法第11条に基づき、小学校新1年生に対し健康診断を実施する。
　〇学校施設整備基金積立金
　 ・基金の運用により生じた利息を基金に積立て、学校の整備費に充てる。
　
●主な予算の内訳
　〇学校教育一般管理費
　  派遣指導主事負担金　11,800千円　火災保険料　406千円
  〇就学時健康診断
　  就学時健康診断医師報償金　1,133千円　通信運搬費　110千円
　〇学校施設整備基金積立金
　  基金積立金　1千円

事業の目標

教育委員会事務局において、小中学校を管理運営していく上で必要な事業を行う。コロナ禍で２年間
中止している市小学校音楽会の開催について、感染状況を注視していく。
通学路の安全対策を実施するため、通学路安全対策連絡協議会を開催し、子どもたちが安心して通学
できる歩行空間の確保を実現していく。
コロナ禍でも感染症対策を実施し、就学に向けた事業（健康診断、知能検査等）を実施する。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

100%

就学時健康診断 1,604 0 0 0 1,604 100%

学校教育一般管理 16,001 6 0 0 15,995

0%

 - - - - - - - 

学校施設整備基金積立金 1 0 0 1 0

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

合計 17,606 6 0 1 17,599 100%

 - - - - - - 
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Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- 

合計 9,245 135 0 6,908 2,202 24%

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

0%

授業改善 2,202 0 0 0 2,202 100%

教育研究 7,043 135 0 6,908 0

事業内容

●主な事業内容
〇教育研究
・学びの学校づくり推進事業:特色ある学校づくりの推進事業及び総合的学習時間研究事業の実施、
地方教育行政の組織及び運営に関する法律第45条による小中学校の教職員に対する教育研修事業の充
実を、「学びの学校づくり」として市内全小中学校へ委託する。
・丹葉地方教育事務協議会研究委嘱事業:指定校による教科全領域に係る研究。
・学びの環境研究事業:校舎改築等に伴うより良い教育環境の構築に向けての調査、研究のための委
託。
・特別支援教育推進事業:特別支援教育の指導の充実を図るため犬山市小中学校特別支援学級連絡協
議会へ委託。市内小中学校や犬山市民が在籍する各特別支援学校との交流及び連携。

〇授業改善
・授業改善委員会の設置
国語・社会・算数・理科・英語において、犬山市の教師が授業改善を進めることで、子どもたちの学
ぶ意欲や興味を向上させるとともに、基礎・基本の理解や定着と思考力・判断力・表現力などの育成
を図る。
・リーディングスキルテスト検定による読解力の定着度を客観的に測る。

●主な予算の内訳
〇教育研究　　　　　　教育研究委託料　6,728千円
〇授業改善　　　　　　リーディングスキルテスト検定料　1,253千円
○シンポジウムの開催　講師謝礼　500千円＜拡充＞

事業の目標

各学校で図書館連携司書や図書館コーディネーターが連携して作成した学習支援リストやパスファイ
ンダーを学校現場に提供することで、図書を活用した授業を支援する。加えてこれまでの取組につい
て、教職員や市民に理解を深めてもらうために、教職員セミナーの内容を充実させる形でシンポジウ
ムを開催し、市内外に発信していく。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

事務局費 234

施策事業名 教育研究

事業目的
教育研究事業を各学校へ委託することで効率的・効果的に行う。人材や地域性を活かした、地域の宝
（人・自然・文化・歴史伝統・産業など）　に学ぶ教育活動を推進し、地域への愛着や誇りを育む。

令和４年度　予算説明書

予算 部局名 教育部

課　名 学校教育課
予算書(P)目名
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Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

令和４年度　予算説明書

予算 部局名 教育部

課　名 学校教育課
予算書(P)目名

事務局費 234

施策事業名 私立学校等助成

事業目的
保護者の負担を軽減し、公私間の格差是正のため私立学校等に通学する世帯へ助成を行う。
義務教育期間において、私立学校等に通学する第3子以降にかかる給食費を無料化し、子育て支援を
推進する。

事業内容

●主な事業内容
　〇私立高校生授業料補助金
　　 私立高等学校等に在籍する者の保護者に対して授業料の補助を行うことで、公私立学校間に
     おける保護者負担の格差是正を図り、教育の機会均等を確保し、私立学校教育の振興に寄与
　　 する。
　○私立小学校等給食費補助金＜新規＞
　　 私立小学校等に通学する第３子以降の児童の給食費の補助を行うことで、多子世帯の抱える
　　 経済的負担を軽減し、安心して子育てができる環境の推進に寄与する。
　○私立中学校等給食費補助金＜新規＞
     私立中学校等に通学する第３子以降の生徒の給食費の補助を行うことで、多子世帯の抱える
　　 経済的負担を軽減し、安心して子育てができる環境の推進に寄与する。

●主な予算の内訳
　　私立高校生授業料補助金　　3,000千円
    私立小学校等給食費補助金　　 56千円
    私立中学校等給食費補助金　　 66千円

事業の目標
保護者の負担を軽減し、公私間の格差是正のため助成を行い、教育振興を図る。
令和4年度より、私立小学校・中学校等に通学する第３子以降にかかる給食費について、補助金を交
付する。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

100%

 - - - - - - - 

私立学校等助成 3,135 0 0 0 3,135

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

合計 3,135 0 0 0 3,135 100%

 - - - - - - 



款 項 目

9 1 2

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

令和４年度　予算説明書

予算 部局名 教育部

課　名 学校教育課
予算書(P)目名

事務局費 234

施策事業名 学校間ネットワーク

事業目的

犬山の学校教育の基本理念である「学びの学校づくり」に資するシステムとして、構築を図り運用す
る。
児童生徒１人１台の端末を整備し、ＧＩＧＡスクール構想に沿って、教員の負担軽減を図り、新たな
教育スタイルを確立する。

事業内容

●主な事業内容
○学校間ネットワーク包括的業務委託（令和４年９月契約）
  ・学習用情報端末と大型掲示装置、デジタル教科書を活用した授業やオンライン授業などを進め
    る。
 　 またオンライン利用や教育ソフトウェアによる授業サポートを行う。
　  ＩＣＴ支援員の学校への訪問回数を増やすことにより活用支援を行う。＜拡充＞

●主な予算の内訳
　　学校間ネットワーク運営委託料　109,946千円　　ネットワーク機器借上料　39,404千円

●その他
　　平成23年9月にシステムの適正化と大幅なコストダウンを図るため、賃貸借・運用等個別に契約
　　をする方式を、機器の導入からシステム再構築、保守・運用、運営支援を請け負う包括的業務
　　委託に変更して契約を締結しており、平成29年度に契約更新を行った。
    （現契約期間：令和4年8月31日まで）

事業の目標
整備を進めてきた１人１台の学習用情報端末、学級単位の大型掲示装置を活用して、わかりやすく楽
しい授業づくりを進めるためのソフト対策（オンライン授業含）をさらに加速させて、ＩＣＴを活用
した学びを展開していく。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

100%

 - - - - - - - 

学校間ネットワーク運用管理 159,572 0 0 0 159,572

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

合計 159,572 0 0 0 159,572 100%

 - - - - - - 
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Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- 

合計 5,345 0 0 5,345 0 0%

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

0%

 - - - - - - - 

適応指導教室 5,345 0 0 5,345 0

事業内容

  ●主な事業内容
  ○適応指導教室ゆうゆうの運営（学校復帰を目指す）
　  ・不登校児童生徒の相談（進路相談、学習支援、集団生活への適応）を実施する。
　　・学校復帰に向けた学びを支援する。
  　・家庭及び学校、関係機関との連携を図る。
　○支援施設の開設（長期欠席者に向けた新たな居場所づくり）＜新規＞
 　 ・一人一人が自由で安心できる空間をつくり、自分自身と向き合えるようにする。
　　・体験的な活動を提案して、好きなことや得意なことを引き出し、自分自身の強
　　　みの気づきや、自信がもてるよう促す。
　　・地域人材を活用し、人と出会う機会を設けて、様々な生き方に触れることで、
　　　自ら目標を見出し、未来に希望をもって歩み出せるよう導く。

  ●主な予算の内訳
　　支援施設の開設に伴う備品等の購入費　3,500千円
　　支援施設の開設に伴う光熱水費　　　　　732千円

事業の目標
これまでの事業を継続しつつ、新たに長期にわたって不登校となっている児童生徒がひきこもりから
脱却し、自己の可能性や個性の伸長につながる機会となることを得られる施設を開設することで、増
加傾向にある不登校の児童生徒を支援する。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

事務局費 234

施策事業名 適応指導教室

事業目的
学校生活への対応が困難な市内在住の小・中学校の児童生徒に対し、再び学校集団へ戻る適応力を身
につけることや、これまでの既成概念に捉われず、学校復帰ではなく社会的自立をゴールに見据え、
子どもが自己肯定感を高めたり、自分に合った目標を見つけたりすることを支援していく。

令和４年度　予算説明書

予算 部局名 教育部

課　名 学校教育課
予算書(P)目名
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Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

令和４年度　予算説明書

予算 部局名 教育部

課　名 学校教育課
予算書(P)目名

学校保健予防費 240

施策事業名 学校保健予防

事業目的
小中学校における児童、生徒及び教職員の健康の保持増進を図り、学校教育の円滑な実施とその成果
の確保に資する。

事業内容

　●主な事業内容
　〇教職員健康診断
　　・学校保健安全法第15条に基づき学校教職員の健康診断を実施する。
　　　施行規則第13条に基づき、尿検査ほか９項目について検査を実施する。
　　・養護教諭等に対して、Ｂ型肝炎抗原抗体検査を実施し、検査の結果、陰性の者は医療機関
　　　にて予防接種を実施する。
　〇児童生徒健康診断
　　・学校保健安全法第13条に基づき、児童生徒の健康診断を実施する。
　　　施行規則第6条に基づき、学校医による内科検診のほか3項目、委託業者による尿検査ほか、
　　　該当する児童生徒には心電図検査、血液検査を実施する。血液検査は生徒の生活習慣病予
　　　防の観点から実施する。
　　・結核健診の結果に基づき開催される結核対策検討委員会（事務局：江南市）の指導により
　　　要精検者がいる場合は、胸部Ｘ線直接撮影を実施する。
　〇教職員ストレスチェック
　　・労働安全衛生法に基づき、市内小中学校に勤務する学校教職員に対しストレスチェックを
　　　実施し、心の健康に努める。

　●主な予算の内訳
　　教職員健康診断委託料　2,530千円　児童生徒健康診断委託料　2,449千円

事業の目標
児童生徒や教職員の健康診断等を実施することで、感染症予防や早期に病気を発見し対応すると共
に、健康の保持増進を図り快適な学校生活となるよう必要な支援を行っていく。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

100%

 - - - - - - - 

学校保健予防 5,581 0 0 0 5,581

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

合計 5,581 0 0 0 5,581 100%

 - - - - - - 
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Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- 

合計 566,630 12 0 222,133 344,485 61%

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

99%

小学校給食 410,668 0 0 219,878 190,790 46%

小学校管理 155,962 12 0 2,255 153,695

事業内容

 ●主な事業内容
 〇小学校管理
  ・市内にある10小学校を管理運営していくための業務。
  ・学校保健安全法第23条に基づき学校医等を配置し、健康診断等を実施する。
  ・学校設備や環境整備に関する委託をはじめ、消耗品や光熱水費等の管理運営を行う。特に電気設
　　備、消防設備、浄化槽設備、プールろ過機等の専門的な技師による管理は専門業者に委託する。
 〇小学校給食
　　学校給食法、学校給食衛生管理基準（文科省）に基づき、児童の心身の発達に資する学校給食を
　　市内全校において単独調理場方式で実施する。全ての学校で適切な食育が行われるよう、県費負
　　担の栄養教諭の配置がない学校に、市採用の栄養職員を配置する。調理業務は民間に委託を行い
　　調理機器は学校設置者である市が購入またはリース契約をして整備する。
    給食費は令和４年度から、第３子以降の児童の給食費を無料化する。＜新規＞

●主な予算の内訳
 〇小学校管理
　　光熱水費　55,379千円　施設管理委託料　34,243千円　報償費　28,891千円
 〇小学校給食
　　賄材料費　217,619千円　学校給食調理業務委託料　172,652千円
　　第３子以降の給食費無料化に伴う財源充当　ふるさと犬山応援基金25,732千円

事業の目標

・小学校管理については、小学校を適切に管理運営していくために、学校からの要望を把握しつつ、
  光熱水費、消耗品費などコスト削減に取り組んでいく。
・小学校給食については、調理業務を引き続き民間委託することで人件費を削減し、民間のノウハウ
  と各校の食育活動と連携した魅力ある給食の提供を進める。また、単年度に要する費用の偏りや調
  理業務への支障が起きないよう、調理機器の計画的な更新を進める。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

学校管理費 240

施策事業名 小学校一般管理

事業目的 小学校を管理運営していく上で必要な事業を行う。

令和４年度　予算説明書

予算 部局名 教育部

課　名 学校教育課
予算書(P)目名
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Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

令和４年度　予算説明書

予算 部局名 教育部

課　名 学校教育課
予算書(P)目名

学校管理費 240

施策事業名 小学校施設営繕

事業目的
老朽化している学校施設の多機能化の観点も踏まえつつ、児童の安全確保、学びの環境づくりのため
の施設営繕を行う。

事業内容

 ●主な事業内容
　・市内の小学校では、昭和３０年代に建築された建物が３棟、４０年代が７棟、５０年代が９棟
　  で、建築から３０年を経過した建物が３分の２を占め、老朽化が著しい状況であり、付属する
    電気設備、通信設備、給排水設備、消防設備などについても不具合が生じているため、学校要
    望を踏まえながら、緊急性等優先順位をつけ適宜施設営繕を行う。
　・また、特に優先すべき工事として、老朽化により不具合が発生している施設設備の更新を実施
    し、施設の適正な管理及び教育環境の整備、児童の安全確保のため、施設営繕を行う。
 
 ●主な予算の内訳
 　　今井小学校空調機営繕工事　　　　　　 1,974千円
 　　池野小学校体育館給水管更新工事 　　  4,135千円
 　　東小学校屋上防水工事　　　       　　1,746千円
 　　楽田小学校校内芝生化工事　　　　　　 2,939千円

事業の目標
犬山市小中学校施設の長寿命化計画に基づき、教育環境に支障をきたす設備故障、老朽化に伴い対応
が必要な箇所について、優先順位を決定し、工事施工に努める。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

91%

 - - - - - - - 

小学校施設営繕 33,419 2,938 0 0 30,481

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

合計 33,419 2,938 0 0 30,481 91%

 - - - - - - 



款 項 目

9 2 2

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- 

合計 8,215 600 0 0 7,615 93%

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

93%

 - - - - - - - 

小学校教材等整備 8,215 600 0 0 7,615

事業内容

●主な事業内容
・教師用教科書、教師用指導書、副読本購入費
　校長会の要望に基づき、授業で使用する教師用教科書、副読本等の教材を購入。4月授業開始前
　に購入し、転入生があれば追加購入する。
・副読本は児童数分もしくは１クラス分、教師用教科書は教科担任分、指導書は学校に1冊ずつ
　購入する。
・修繕料
　維持管理及び経年劣化に伴い故障する教材備品を修繕する。
・図書購入費
・教材備品購入費
　授業で使用する教材備品を購入。学校へ必要な教材備品（修理不可能で新しく購入が必要なも
　の、所有していないもの）を調査し、その中から検討して購入している。理科教材備品は国庫
　補助を充当する。（補助率1/2）次回の教科書改訂は令和6年度

●主な予算の内訳
　図書購入費　3,000千円　教材備品購入費　1,400千円

事業の目標
小学校の教師用教科書、指導書、教材備品を購入する。
子ども読書活動の一環として、子どもたちに本をより身近に感じてもらう仕組みを継続していく。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

教育振興費 246

施策事業名 小学校教育振興

事業目的 児童や教師が授業で使用する副読本（資料集等）や備品を購入することで、授業の充実を図る。

令和４年度　予算説明書

予算 部局名 教育部

課　名 学校教育課
予算書(P)目名



款 項 目

9 2 2

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

令和４年度　予算説明書

予算 部局名 教育部

課　名 学校教育課
予算書(P)目名

教育振興費 246

施策事業名 小学校就学援助

事業目的
経済的な理由により小学校の就学が困難な児童の保護者に対し学用品など就学上必要な経費を援助す
る。

事業内容

●主な事業内容
〇要・準要保護児童援助費
　・生活保護世帯（要保護）やそれに準ずる程度に困窮している世帯（準要保護）に対し、就学費用
    の一部を援助する。
　・援助額は５月に通知される国庫補助限度額に基づき決定する。
　・支給費目は、学用品費、通学用品費、新入学児童学用品費等、学校給食費、PTA会費、校外活動
　　費、修学旅行費、卒業アルバム代、オンライン学習通信費（令和３年度より新設）がある。
　・支給は年８回に分けて行う。
〇特別支援教育就学奨励費
　・障害のある児童の保護者に対し、就学費用の一部（就学援助の半額程度）の奨励費を支給する。
　・支給費目及び支給額は、国の基準に準ずる。
　・支給費目は、学用品・通学用品購入費、新入学児童学用品・通学用品費、学校給食費、拡大
　　教材費、校外活動費、修学旅行費、交流及び共同学習に要する交通費、オンライン学習通信
　　費（令和３年度より新設）がある。
　・支給は年２回に分けて行う。

●主な予算の内訳
　　要・準要保護児童援助費　20,485千円

事業の目標
経済的に困窮している家庭に支援し小学生の就学を支援していく。
また特別支援教育就学奨励費について、身体や知的に重度の障害がある児童の保護者に対して、学校
教育法施行令第２２条の３に規定に基づく具体的な判断基準により、申請を促していく。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

92%

 - - - - - - - 

小学校就学援助 24,499 2,040 0 0 22,459

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

合計 24,499 2,040 0 0 22,459 92%

 - - - - - - 



款 項 目

9 2 3

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- 

合計 186,219 29,849 72,400 79,317 4,653 2%

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

2%

 - - - - - - - 

犬山南小学校整備 186,219 29,849 72,400 79,317 4,653

事業内容

●全体計画
　令和元年度　　　校舎の耐力度調査を実施し、北校舎は建替え、南舎は長寿命化改良
　　　　　　　　　の評価を受ける。【文部科学省基準】
　令和２、３年度　基本設計の策定、新校舎実施設計業務に着手。
　令和４年度　　　工事車両用の仮設進入路工事、仮設校舎建築工事。
　　　　　　　　　実施設計策定後、北舎を解体。
　　　　　　　　　南舎の長寿命化改良工事実施設計業務を実施。
　令和５年度　　　新校舎建築(給食室、地域住民が利用できる多目的スペースを整備)。
　令和６年度　　　新校舎供用開始。エレベーター棟建築と、南舎長寿命化改良工事。
　令和７年度　　　外構工事、運動場改良工事。
●主な事業内容
　校舎の改修事業、必要に付属施設の整備。
●補助金
　学校施設環境改善交付金（危険改築、長寿命化改良）補助率１／３
●政策等の効果予測
　犬山の「学びの学校建築」を基本にして、子どもの安全・安心、環境配慮、ICT等の現代的な教育
　課題、将来的な課題（児童数の減少による空き教室の利用等）、犬山地区の特性を考慮した学校
　を目指すことにより、犬山地区の子どもたち、住民にとって住みやすい環境づくりを担う。
●主な予算の内訳
　　　既設北舎解体工事　　　　　　　　　　50,050千円
　　　工事車両進入路整備工事　　　　　　　30,000千円
      仮設校舎借上料　　　　　　　　　　　39,500千円
　　　南舎長寿命化改良工事実施設計業務　　52,219千円

事業の目標

上半期に新校舎の実施設計業務、仮設校舎の借上契約、仮設道路工事を行う。下半期に南舎の長寿命
化改良工事の実施設計業務、北校舎の解体工事に取り掛かる。
設計業務にあたっては、ワークショップや説明会（コロナ禍により開催が難しい場合は、書面会議
等）を開催し、周知、意見及び要望等を設計図書に反映していく。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

学校整備費 246

施策事業名 犬山南小学校整備

事業目的
犬山市小中学校施設の長寿命化計画に基づき、犬山市立犬山南小学校の南舎・北舎等の整備を行い、
教育環境の充実を図る。

令和４年度　予算説明書

予算 部局名 教育部

課　名 学校教育課
予算書(P)目名



款 項 目

9
2

3
3

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- 

合計 15,400 0 0 0 15,400 100%

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

100%

城東中学校整備 7,700 0 0 0 7,700 100%

城東小学校整備 7,700 0 0 0 7,700

事業内容

●全体計画
　令和４年度　　城東小中学校の学校施設の耐力度調査実施、検討委員会発足、課題整理
　令和５年度　　アンケートの実施
　令和６年度　　基本構想策定、設計委託業者を決定し、基本設計業務の実施
　令和７年度　　実施設計業務の実施
　令和８年度～　工事施工※令和１１年度まで
●主な事業内容
　校舎・体育館の大規模改修事業（長寿命化改良含）、必要に応じプール等の付属施設の整備。
●補助金
　学校施設環境改善交付金（危険改築、長寿命化改良）補助率１／３
●政策等の効果予測
　犬山の「学びの学校建築」を基本にして、子どもの安全・安心、環境配慮、ICT等の現代的な教育
　課題、将来的な課題（児童生徒数の減少による空き教室の利用等）、城東地区の特性を考慮した
　学校を目指すことにより、城東地区の子どもたち、住民にとって住みやすい環境づくりを担う。
●主な予算の内訳
  城東小学校既設校舎・体育館の耐力度調査委託料　　7,700千円
　城東中学校既設校舎・体育館の耐力度調査委託料　　7,700千円

事業の目標
城東小中学校における既存の校舎・体育館について、文部科学省基準の耐力度調査を実施し、建て替
えか長寿命化改良とするか総合的に評価する。
耐力度調査にあわせて、今後の児童生徒数を考慮した校区などについて検証し、課題整理を進める。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

学校整備費 246

施策事業名 城東小中学校整備

事業目的
犬山市小中学校施設の長寿命化計画に基づき、犬山市立城東小学校の整備を犬山市立城東中学校と共
に行い、教育環境の充実を図る。

令和４年度　予算説明書

予算 部局名 教育部

課　名 学校教育課
予算書(P)目名



款 項 目

9 3 1

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- 

合計 321,048 0 0 140,723 180,325 56%

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

99%

中学校給食 237,431 0 0 139,963 97,468 41%

中学校管理 83,617 0 0 760 82,857

事業内容

 ●主な事業内容
  〇中学校管理
  ・市内にある４中学校を管理運営していくための業務。
  ・学校保健安全法第23条及び労働安全衛生法第13条に基づき学校医等を配置し、健康診断等を実施
    する。
  ・学校設備や環境整備に関する委託をはじめ、消耗品や光熱水費等の管理運営を行う。特に電気設
    備、消防設備、浄化槽設備、プールろ過機の専門的な技師による管理は専門業者に委託する。
　・令和４年度より、新たに非常勤講師５名を配置して、中学校で少人数学級を拡大する。
  〇中学校給食
　  学校給食法、学校給食衛生管理基準（文科省）に基づき、生徒の心身の発達に資する学校給食を
    市内全校において単独調理場方式で実施する。全ての学校で適切な食育が行われるよう、県費負
　　担の栄養教諭の配置が無い学校に市採用の栄養職員を配置する。調理業務は民間に委託し、調理
　　機器は学校設置者である市が購入、リース契約をし整備する。
    給食費は令和４年度より、第３子以降の生徒の給食費を無料化する。＜新規＞

 ●主な予算の内訳
  〇中学校管理
　　光熱水費　31,414千円　施設管理委託料　17,295千円　報償費　14,798千円
  〇中学校給食
　　賄材料費　142,576千円　学校給食調理業務委託料　82,834千円
　　第３子以降の給食費無料化に伴う財源充当　ふるさと犬山応援基金12,675千円

事業の目標

・中学校管理については、中学校を適切に管理運営していくために、学校からの要望を把握しつつ、
  光熱水費、消耗品費などコスト削減に取り組んでいく。
・中学校給食については、調理業務を引き続き民間委託することで人件費を削減し、民間のノウハウ
  と各校の食育活動と連携した魅力ある給食の提供を進める。また、単年度に要する費用の偏りや調
  理業務への支障が起きないよう、調理機器の計画的な更新を進める。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

学校管理費 248

施策事業名 中学校一般管理

事業目的 中学校を管理運営していく上で必要な事業を行う。

令和４年度　予算説明書

予算 部局名 教育部

課　名 学校教育課
予算書(P)目名



款 項 目

9 3 1

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- 

合計 22,628 0 0 0 22,628 100%

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

100%

 - - - - - - - 

中学校施設営繕 22,628 0 0 0 22,628

事業内容

●主な事業内容
・市内の中学校では、昭和３０年代に建築された建物が２棟、４０年代が３棟、５０年代が４棟で、
　建築から３０年を経過した建物が９割を占め、老朽化が著しい状況であり、付属する電気設備、通
　信設備、給排水設備、消防設備などについても不具合が生じているため、学校要望を踏まえながら
  緊急性等優先順位をつけ適宜施設営繕を行う。
・また、特に実施すべき工事として、老朽化により不具合が発生している施設設備の更新を実施し、
　施設の適正な管理及び教育環境の整備、生徒の安全確保のため、施設営繕を行う。

 ●主な予算の内訳
 　　犬山中学校教室網戸取付工事　　 　　　3,910千円
 　　城東中学校教室網戸取付工事 　　　　  4,455千円
 　　南部中学校屋内運動場屋根営繕工事 　　2,263千円

事業の目標
犬山市小中学校施設の長寿命化計画に基づき、教育環境に支障をきたす設備故障、老朽化に伴い対応
が必要な箇所について、優先順位を決定し、工事施工に努める。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

学校管理費 248

施策事業名 中学校施設営繕

事業目的
老朽化している学校施設の多機能化の観点も踏まえつつ、生徒の安全確保、学びの環境づくりのため
の施設営繕を行う。
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款 項 目
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Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- 

合計 21,286 600 0 0 20,686 97%

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

100%

 - - - - - - - 

中学校部活動 10,653 0 0 0 10,653

94%

中学校生徒指導 638 0 0 0 638 100%

中学校教材等整備 9,995 600 0 0 9,395

事業内容

●主な事業内容
〇中学校教材等整備
　・教師用教科書、教師用指導書、副読本購入費
　　校長会の要望に基づき、授業で使用する教師用教科書、副読本等の教材を購入。4月授業開始前
　　に購入し、転入生があれば追加購入する。
　・修繕料　維持管理及び経年劣化に伴い故障する教材備品を修繕する。
  ・図書購入費
　・教材備品購入費
　　授業で使用する教材備品を購入。学校へ必要な教材備品（修理不可能で新しく購入が必要なも
    の、所有していないもの）を調査し、その中から検討して購入している。理科教材備品は国庫
    補助を充当する。（補助率1/2）次回の教科書改訂は令和7年度
  ・吹奏楽用楽器購入費　吹奏楽で必要な楽器を購入。
〇中学校生徒指導
　・中学校生徒進路指導業務
　　中学校３年生に対する進学指導及び就職指導実施のため、各中学校における進路指導に係る情
    報の収集、整理及び生徒の進路相談等に関する業務を委託する。
〇中学校部活動
　・部活動補助金（中学校吹奏楽活動振興補助金）　生徒派遣交通費

●主な予算の内訳
〇中学校教材等整備　消耗品費　2,895千円　図書館用図書　4,500千円
〇中学校生徒指導　　進路指導委託料（4校分）　438千円
〇中学校部活動　　　部活動指導者謝礼（31名分）　6,200千円
　　　　　　　　　　各種大会生徒派遣用自動車借上料　2,112千円

事業の目標
教師用教科書、指導書、教材備品を整備すると共に子ども読書活動の一環として、図書を整備するこ
とにより、中学生の教育振興を進めていく。また、生徒の部活動、進路における支援を行う。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

教育振興費 252

施策事業名 中学校教育振興

事業目的
生徒や教師が授業で使用する副読本（資料集等）や備品を購入することで、授業の充実を図り、中学
校の部活動の振興を図る。
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教育振興費 252

施策事業名 中学校就学援助

事業目的
経済的な理由により中学校の就学が困難な生徒の保護者に対し学用品など就学上必要な経費を援助す
る。

事業内容

●主な事業内容
〇要・準要保護生徒援助費
　・生活保護世帯（要保護）やそれに準ずる程度に困窮している世帯（準要保護）に対し、就学費用
　　の一部を援助する。
  ・援助額は５月に通知される国庫補助限度額に基づき決定する。
　・支給費目は、学用品費、通学用品費、新入学生徒学用品費等、学校給食費、生徒会費、PTA
　　会費、校外活動費、修学旅行費、卒業アルバム代、オンライン学習通信費（令和３年度より
　　新設）がある。
　・支給は年８回に分けて行う。
〇特別支援教育就学奨励費
　・障害のある生徒の保護者に対し、就学費用の一部（就学援助の半額程度)の奨励費を支給する。
　・支給費目及び支給額は、国の基準に準ずる。
　・支給費目は、学用品・通学用品購入費、新入学生徒学用品・通学用品費、学校給食費、拡大
　　教材費、校外活動費,修学旅行費、交流及び共同学習に要する交通費、オンライン学習通信費
　　（令和３年度より新設）がある。
　・支給は年２回に分けて行う。

●主な予算の内訳
　　要・準要保護生徒援助費　24,416千円

事業の目標
経済的に困窮している家庭対策に支援し、中学生の就学を支援していく。
特に特別支援教育就学奨励費について、身体や知的に重度の障害がある生徒の保護者に対して、学校
教育法施行令第２２条の３に基づく具体的な判断基準により、申請を促していく。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

94%

 - - - - - - - 

中学校就学援助 27,814 1,728 0 0 26,086

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

合計 27,814 1,728 0 0 26,086 94%

 - - - - - - 
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教育振興費 252

施策事業名 岡部・相馬育英奨学

事業目的
第２代犬山市長岡部益衛氏から教育振興を目的とする寄附を元に犬山市岡部育英事業基金を、相馬半
治氏、成朗氏より教育振興を目的とする寄附を元に犬山市相馬育英事業基金を設置し奨学金を支給す
る。

事業内容

●主な事業内容
〇岡部・相馬育英奨学
　・岡部育英事業により犬山市内に在住し、犬山市立中学校に在学し、高等学校に進学をする者に奨
　　学金を支給し、学びを支援する。
　・相馬育英事業により犬山市内に在住し、犬山市立中学校に在学し、高等学校に進学をする者に奨
　　学金を支給し、学びを支援する。
〇岡部・相馬育英事業基金積立金
　・基金の運用により生じた利息を基金に積立て、奨学金の支給に充てる。
　
●主な予算の内訳
〇岡部・相馬育英奨学
　　　　　　　　岡部育英　50,000円×2名＝　　100千円
　　　　　　　　相馬育英　50,000円×6名＝　　300千円

事業の目標
寄附による犬山市岡部育英事業基金、犬山市相馬育英事業基金を意欲ある生徒に奨学金を支給し、義
務教育後の学びを支援する。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

0%

岡部・相馬育英事業基金積立金 7 0 0 7 0 0%

岡部・相馬育英奨学 400 0 0 400 0

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

合計 407 0 0 407 0 0%

 - - - - - - 


